
令和３年度第１回 

さいたま市地域包括支援センター 

運営協議会資料 

（当日配布資料） 



 目   次  －  

【 報 告 （ ２ ）】  

令 和 ３ 年 度 さ い た ま 市 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 事 業 計 画 書 に つ い て  

 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･   １   

※ 事 前 送 付 資 料 の １ ４ ８ ペ ー ジ と １ ４ ９ ペ ー ジ の 間 に 北 区 西 部 圏 域 地 域 包

括 支 援 セ ン タ ー ゆ め の 園 の 事 業 計 画 書 を 追 加 す る も の で す 。  



11.2%

令和3年度 事業計画書

要支援1 要支援2

総人口

130人

要介護3 要介護4

要介護認定者数

442人 1,239人

195人 380人 292人 249人

要介護1 要介護2

要支援認定者数

Ⅰ．担当圏域

圏域の状況
（令和2年10月1日時点）

センター名称
日常生活圏域 05北区西部

北区西部圏域 ゆめの園

17.5%

高齢者人口 高齢化率

42,924人 9,597人 22.4% 1,681人

188人

14.7% 11.6% 22.6% 17.4% 14.8%

要介護5内訳

人数

率 7.7%

247人

認定者数 認定率

 民生委員や自治会等の連携を強化し、いきいき百歳体操・介護者サロ
ン等の活動を増やしていきます。引き続き、社会との繋がりをもたせる
環境づくりやフレイル予防ができる取組みを推進し、医療・介護関係機
関等の連携の強化を図っていきます。担当圏域の状況を踏

まえた長期目標

 顔の見える関係づくりを目指すため、自治会や地区社協、民生委員や
ケアマネジャー・介護サービス事業者と定期的に合同勉強会や認知症高
齢者あんしん声かけ体験など合同で行える取組みを増やしています。
 年々、独居や認知症高齢者、精神疾患などの相談も増え、地域の中で
孤立している方に対しての把握や早期の介入・対応が課題です。
 また、新型コロナウイルスの影響により、人との交流や運動する場が
減ってしまい、物忘れやうつ、フレイル発生リスクのある高齢者が増え
てきているのが課題です。

圏域の現状と課題

行政区 02北区

行政区の現状と課題
（第8期計画抜粋）

 北区の高齢化率は10区の中では低いほうですが、アンケート調査ではひとり暮らしの
割合が高くなっています。「どなたかと食事をともにする機会はありますか」の設問に
対しても「ほとんどない」と回答した割合が高く、孤食の割合が高い様子が伺えるた
め、高齢者が孤立しない地域づくりが重要といえます。「ひとり暮らしになった場合
や、日中一人になるような際に、見守り支援やサービスを受けたいですか」の設問にお
いて、北区では「受けたい」の割合が高くなっていることも孤立に対する憂いを反映す
るものと思われます。また、北区は「口の渇きが気になりますか」の設問に対して「は
い」と回答した割合が高く、口腔機能が低下している人の割合が市の平均より高めで
す。口腔機能が低下することにより、食事摂取量の減少に伴う体力の低下や人や社会と
の関わりの減少を招く可能性もあるため、低下を予防する働きかけが必要です。
 高齢になっても、誰もが住み慣れた地域で生きがいを持って暮らし続けられるよう、
高齢者生活支援体制の整備を推進する必要があります。
 認知症の方やそのご家族が安心して住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、引き続
き認知症への正しい理解や相談窓口の普及啓発に努めることが重要です。
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前年度の総括

 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、地域活動が制限され、対応
に苦慮した１年となりました。
 年間の重点取組として、活動の少ない地域に通いの場を作るため、介
護施設の一画でフレイル予防講座を開催しました。新型コロナウイルス
感染症のため外出を控え、高齢者のフレイルの進行を予防する対策とし
て有効であると感じました。
 また、もう一つの重点取組では、認知症高齢者あんしん声かけ体験を
民生委員、ケアマネジャー、介護者サ―ビス事業所と共同で開催しまし
た。引き続き、社会との繋がりをもたせる環境づくり、地域活動の場所
や数を増やしていく取組みを継続していきます。

Ⅱ．前年度実績
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Ⅰ-1.組織運営体制

Ⅰ-2.個人情報の管理

Ⅰ-3.利用者満足の向上

Ⅱ-1.総合相談支援

Ⅱ-2.権利擁護
Ⅱ-3.包括的・継続的ケアマネ

ジメント

Ⅱ-4.地域ケア会議

Ⅱ-5.介護予防ケアマネジメン

ト

Ⅱ-6～8.事業連携（在宅介

護医療連携、認知症、生活

支援）

令和2年度 地域包括支援センター運営状況調査

北区西部圏域 ゆめの園

市平均

全国平均
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②地域支え合い推進員（生活支援コーディネーター）や協議体と連携した取組

目
標
①

達成数値目標

・交流の場や運動する場を増やしていく。

・ウォーキンググループを新たに１ヶ所立ち上げる。
・日進２丁目に介護者サロンを１ヶ所立ち上げる。

目
標
②

Ⅲ．年間重点事業

・地域資源の情報収集を継続。地域活動マップを年に１回更新します。
・地域の情報源のひとつとして、ゆめの園新聞を発行します。
・地域の関係者間ネットワーク構築のため、地域支え合い連絡会を年3回以上開催します。

③その他の取組

①年間重点取組事項

取組事項

・閉じこもり傾向が強く、地域とのつながりが少ない方（独居、認知
症、精神疾患など）に対して、地域包括支援センターの案内や地域活動
の紹介、見守り等の必要な支援へ結びつけていく。

達成数値目標

・見守り対象支援者リストを作成。対象者の病状や心身の状態、生活状
況等を踏まえ、月に１、２回見守り支援等を行う。
・地域住民に向けた地域包括支援センター案内チラシを作成。自治会毎
に回覧板で回したり、医療機関やスーパー、公共施設等へ配布する。

取組事項

・在宅介護支援センターと連携し、高齢者見守り支援の強化を図っていきます。
・ケアマネジャー支援として、ZOOMを活用した勉強会や会議を増やしていきます。
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権利擁護（虐待、成
年後見制度）の背景
が複雑で、専門職の
負担が大きい。

高齢になって様々な
社会生活上の困難を
抱えても、安心して
生活できる地域を目
指す。

ケアマネ
ジャーや住民
向けの出前講
座を開催。

ケアマネ
ジャーや住民
向けの出前講
座を開催。

多問題ケースが増
え、介護支援専門
員の負担が大きく
なってきている。

介護支援専門員が多
職種協働で問題解決
ができるネットワー
クの構築を目指す。

ZOOMを活用し
たケアマネ
ジャーの勉強
会・研修を開
催。

総合相談支援
関係機関との
ネットワーク
強化。

権利擁護

権利擁護につい
ての様々な相談
機関との支援体
制を強化してい
く。

包括的・継続的
ケアマネジメント

ＩＣＴを活用
し、情報共有
ツールを構築
していく。

様々な関係機関
とICTを活用し
た相談支援ネッ
トワークを作
る。

高齢者の増加に伴
い相談内容も多様
化・複雑化してき
ている。

Ⅳ．ロードマップ

在宅医療・
介護連携

医療機関との意見
交換する機会が少
ない。

医療・介護が互い
に顔が見え、連携
が取りやすい関係
を構築する。

医療機関と介
護事業所の意
見交換会の開
催。

医療機関と介
護事業所の意
見交換会の開
催。

医療と介護が
ICTを有効に
活用した取組
が行える。

認知症高齢者支援
総合相談で認知症
に関する相談が増
えている。

認知症高齢者や家
族を支える仕組み
作りを強化する。

認知症サポー
ター養成講座
や徘徊声掛け
訓練の実施。

認知症サポー
ター養成講座
や徘徊声掛け
訓練の実施。

認知症サポー
ター養成講座
や徘徊声掛け
訓練の実施。

ニーズに合った専
門機関と協働しな
がら支援ができる
ようになる。

一般介護予防

感染症の拡大によ
り、人との交流が制
限され、閉じこもり
やフレイル状態の方
が増えた。

地域住民が健康管理
や介護予防の必要性
を理解し、地域の中
で主体的に活動でき
る。

一般介護予防事業
について周知・普
及をしながら参加
促進ができる。

一般介護予防事業
について周知・普
及をしながら参加
促進ができる。

住民主体の運動
グループの交流
会を通し、更な
る活性化を図
る。

地域ケア会議

地域の課題やイン
フォーマルサービ
ス・地域活動につい
ての共有化が必要。

令和３年度 令和４年度 令和５年度
具体的な施策

項目 現状・課題 目標（目指す姿）

地域課題を共有し、
関係機関の役割や資
源の調整・開発を目
指していく。

自立支援型の
地域ケア会議
の開催。

自立支援型の地
域ケア会議を通
して地域課題が
共有できる。

地域の課題解
決に向けた取
組が実践でき
る。

介護予防ケアマネ
ジメント・指定介
護予防支援

地域活動は増えた
が、歩行が困難な方
は介護保険を利用せ
ざる得ない状況が続
いている。

自立支援・介護予防
に資するケアマネジ
メントと多様なサー
ビスが一体的に提供
できる。

住民主体による支
援や多様イン
フォーマルサービ
スを共有し、利用
を促進。

住民主体による支
援や多様イン
フォーマルサービ
スを共有し、利用
を促進。

住民主体による支
援や多様イン
フォーマルサービ
スを共有し、利用
を促進。

地域包括支援
センターの周
知を行う。

地域の社会資
源を発掘・整
理。情報発信
していく。
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